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低開発とインプレーション

ーーーラテY アメリカの「構造派j理論

吾郷健

はじめに

「不況下における物価騰貴Jtいう先進国のいわゆる「新しいインフレ ジ

ョYJをめぐる議論が活発な展開を見せてきたのに引きかえ，低開発諸国におけ

るインフレーショ Yの原因の説

明は，膨大な開発論の文献の中

でも，これまで，どちらかと言

えば，扱われることの少なかっ

た理論分野である。アジア・ア

フリカと比べて相対的に最も資

本主義の発展したラテγアメリ

カのいくつかの諸国(とりわけ，

アルゼンチン ブラジル田チリー・

ポりピア)は，戦後 2D年間，激

しいインフレ-:;/"，:/を経験し

てきた(第 1表)。小論は， と

れらラテγアメリカの高インフ

レーγ ョン国の物価騰貴の原困

窮明をめざ Lて，まず第一歩と

して，ラテγアメリカのいわゆ

るインプレージョ γ論争にお付

る「構造派」理論 (IaEscuela 

第 1 表

インフレと経済発展(%): 1954-60 

|酔イン)フレ |成1長人率当制り

安 定 国
グ ァテャラ 1 2 

エ ク ア ド ノレ 2 2 

ベネズェヲ 2 5 

ホジジ品ヲス 3 

サルバ ドル 4 2 

マイルド・インフレ国

メ キ 長/ コ 自(3)

コ ロ Y ピア 8 2 
ヨ¥ ノレ 9 l 

高イ γフレ国

フ フ ジ ノレ 20 3(4) 

ウルグァイ 23({) 

バ ラグアイ 32 3 

ヲ り 33 1.3(4) 

アノレ，ぜ γ チン 39(') 1 

ボ リ ピ ア 56(町

(1)年平均生計費上昇率ロ (2)年ヤ均 1人当り実質G

DP成長率。 (3)1955-590(4)1955-600 (5)1948-61。
(世) 人口増加率は約 3%である。
(出所 Yea'1'book of Natio叫 lAcco回 nt!;$tatis山町

1961; I~“teynational Financ'lal Stotistic.s; 

Economic .5間 'BY0/ Latin America， 1959 

& 1965 
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Estructuralista， the Structuralist School)の検討を試みようとするものである p

I構造派」理論をとりあげる所以は，これまでの低開発国インプレーシュ Yの

説明がもっぱら貨幣的側面に注意を集中したのに対し，前者が低開発国経済の

構造的特質にイ Y フレーシ言 y を関連ヴけているからに他ならなし、。第二次大

戦後の低開発国イソフレ -V"a:/は，その背景を，まず何よりも，後進経済か

ら脱却せんとするそれら諸国の工業化の企ての中に求められねばならないはず

である。

なお，小論は，検討の対象の性格から，問題をあえて広く探求する序説であ

るため，どのテー 7 についてもあまり詳細な検討壱行わずより深い解明を今後

に残していることをあらかじめお断りしておきたい。

I 伝統的理論への批判

(1) イ γ プレージョ Yの古典派(新古典派)理論が， M ・フリード~:/による

近代的再説をも含むあらゆるパりアン ト壱示しつつも，財と貨幣め二分法の上

に，貨幣供給量が物価水準を決定するという基本的考え方において，貨幣数量

説に基づいていることは周知の通りである o ラテソアメリカのイソフレージョ

V論争の発端をなしたチリーにおける 1955-57年の安定化政策'1の基礎にあ

る考え方はこの理論に基づくものであった。

したがって，インプレージョンの原因を「有効貨幣供給の膨膨」に求める伝

統的理論 (r通貸派」と呼ばれる)の反インア V ーショ Y の「唯一の有効な方法

は，国際金融援助に補足された慎重な金融財政政策の組み合せによる過剰需要

の抑制」わである。

(2) 三分法に関するケイソズの古典派批判は，次の三条件が同時に満たされ

る場合にのみ，貨幣数量説が妥当すること壱示した。①有効需要が貨幣量に比

例して変化する，⑧有効需要の変化に対して，産出高は変化しないか，または

1) El P叩 blemade Estabuiz.郡 ionde la Economia Chilena y el T叩 bajode ta M，叩 onKle叫

& Saks， 1958 

2) Roberto de Oliveira Campos， in [1)， p. 71 

一、
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貨幣賃金率の変化が有効需要の変化と歩調争同じくする九 これらの条件は，

ラテンアメリカの現実に共に多かれ少なかれ，妥当するぺ

(3) 先進資本主義経済像に基づくケイ Yズ理論を低開発世界に移植した"ラ

テンアメリカの「構造i派Jは，イ γフレージョンに対する金融財政的抑制策の

短期的効果(前記①の要因)を承認するが，そのような手段による物価の一時的

安定は，インフレーショ γ寺発現せしめる潜在的諸力rぐ前記②の要因)壱除去し

ないことを明らかにする"。

(4) 問題は，貨幣供給量の増加をもたらす諸原因(投資過剰，賃金騰貴，財政

赤字など)がどのような実物的要因によって発生しているか，貨幣的手段によ

る反イ y フレー γ ョン政策はこの実物的要因をどのように修正することができ

るか，にある o

「インフレ-'/"， γ圧力J (インフレージョンの「真の原因J) とそれが通貨膨

肢と現実のインプレ ションに発現するのを媒介する貨幣的な「伝播メカニズ

3) ]. M. Keynes， The Ge間同lTheo叩 ofEmploymet叫 Interest，and Mc切り 1936，pp， 304-
dD I d.九1¥ . _ ( dO / aD¥ 

305， e=e/t(1-e"内十匂"，引において，①は叶τ/-;; )~1. ②は a，(~τ/DJ 

dω /dD¥ • d.P /d..ルf¥
=仏または叫~-;/一万一) ~1 の場合 '(--;'/-;;)-1が成立する。また Sa山 kumal-

Ghosh， Infiation帥帥 U旬aerdeveloped.Econom少. 1964， Chapter II孝明。

4) ①については，とりわけ金融制度が未発達なため白 「投機的動機」による貨幣保有が弱し、とと
が指摘される(下表参照)05， Ghosh， op. cit.， p. 17; )11合一良，. ~信用制度とインフレージョ
ンJ.昭40 第2章，同氏. ~インフ νーショシとは何かJ. 昭43， 84-85頁，大原美範.rラテン
アメリカの金融機関J. Fアジア経済』第4巻第 5号(1963年5月);藤田正寛. F国際流動生と
低開発国』昭'43，第9章;David A. JosHn， A Cet畑叩ザ B四 kingin Latin America， 19630 

②については，桂述E幸照。
第2表通貨量の中で預金通貨の

占める比率(%). 1959 

i…ソカ7十 55.6
アジア 7ヶ国平均 38.0 

先進資本主義13ヶ国軍均

ンJJp. 39より。〉

(注) ラテγアメリカ 7ケ固とはアルゼンチン プラジ
ルチリー コロソピアエグアドル，メキシコ，ベ
ノレーであり，アジア 7ヶ固とはピルマ，セイロ γj イ
ソド』インドネジアz ハキスタソ フィリッピソ ノヨ

イである。アジアの比率が低いのは退蔵の習慣にもよ
る。(出所 )11合一郎 「信用制度とイソフ νージ z

5) たと支ぽ William 5_ 5回 kes， "State Int町 ventionalism and Democracy 10 Latin 

Americε山 in Helmut Schoeck and James Wiggins (ed.)ーCenlral Pl醐師時制dNeo 

M目印叫iiism.1964. pp. 188-191 また接述皿春闘。
-u) 0， Sunkel， .c 2 J， pp. 621-624，邦訳， 88-90頁，ん Pin柏.(3J. pp 田 -24;D. Seers， (4 J 

p， 24; (5]. p. 188:西向嘉昭. (61. 第1倉，相野昭雄 C71 ;中央犬学経慌研究所嗣(8).p 

37 
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ム」η とを区別する「構造派Jの方法的な特徴はこの点にあると言える。

(5) インプ V ーγ ョγ の賃金物価スパイヲノレの過程をのみ対象とすると「構

造派」によって批判される「通貨派j安定政策の核心は，すでに述べたようにp

有効需要の削減に帰着する。この政策は，ラテンアメリカの現実においては，

二つの重大な結果を意味すると「構造派Jは指摘する旬。

① 〔収縮的)金融財政政策による物価安定は，経済成長の犠牲の上に達成さ

れるに過ぎない。すなわち，需要削減の結果は，経済のダイナミッグなセクタ

ー(製造業や建設業など)の産出高が最も低い供給弾力性をもったセクタ (貴

業などJの水準にまで引下げられることである。産出高のfjf;い成長率は，生産

能 )Jの拡充と生産性の上昇を阻害し，供給非弾力性を増すであろうへ

② 賃金取得者階級の実質所得の低 Fに対するかなり強力な抵抗能力は，

「通貨派J安定政策(失業と賃金抑制)の政治的実現可能性を疑わしめるもので

あり，社会不安を引き起すことなしには，長期忙わたって適用され得なし州。

][ i構造的インウレーション圧力」と低開発性

(1) i構造派」理論によってインフレージョ Yの「窮極的」原因とされてい

7) 缶橋メカュズムJは具体的にはj 拡張的な信用機械質調調整宇財政を指c.主としてj

経済の種々の層の実質所得をまもろうとする能力から生じるものと見なされる。
Joseph Grunwald in (.1)， pp. 115-116. 

8) たとえば R.P田 bisch.(9 J. V & pp. 23-24 また実際に，これまでラテソアメリカでなさ
れた「通貨派」安定計画は大部分失敗に終っている。

9) これは D.Felix によって rSalter効果J(W. E. G. Salter. Prc伽 cti叫yand Technical 

Change. 1960) と名づけられたものである白すなわち1 新技術は，主として J その時点での最先
進設晴への粗投資を通じて華入されるが!機械設備は耐久的であるから，企業は vintag-eの異
なる識械設備の種々の階層を持つことになる。したがって産出高の成長が早ければ早い程，機紙
設備η年令構1肢は若く，平均生産挫の上昇率は高くなり，そのため J 産出高の高い成長率は生産
能力の拡張と!日設賄の腐朽を早めるであろう。 DavidFelix in (10)， p_ 387 

国) チリ一仁ついて， J. Grunwaldin (1 J，早 116 ブラジルについてz 酉向嘉眠 [6 J. PP 

116-117 アルゼンチンについては，下表彦照。 いづ札も50年代中頃以降宜担上昇は生計費の
上昇に追いつくか，または追し叶遣している。

第 3表

アルゼンチソ 1 19品 1 19日 119日 1 19団 | 凶60 1 196' 

生引説 14124154110012721600
貨担 13 1 21 1 47 1 100219 1 599 

(出所 :Inter'lωtiG叩1H 抗am叫 Statistics)
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る「構造的イ Y プ V-':/"， γ圧力Jは I供給非弾力性J(厳密には，弾力性が

低い)， I外貨ギヤヅプJ， 貯蓄と財政機構の欠陥の三つの概念ないし要素から

なるものと整埋することができる。以下で，若干の補足を行いながら，それぞ

れ壱検討する。

(2) r構造派」の全議論的出発点は， ヲテンアメリカの戦後 20年の輸出の停

滞的状況にある〔第4表〉。必要な経済成長率を支えるに不充分な輸出の伸び町

第 4 表

| 輸出数量指数 一一叫い95311958 11拙 11悶 1叫い9531|19581l1963119伍

1 

71 

1

1∞|叫 1 1山 1291 資本主義世界

95 11∞1 
120 

1 1 
90 

1 
1∞1 

97 
1 1 一〈)i|1ml12511J| |1∞日

(出所 :U. N.， Yea1'book of Internat包onalT叩 :deStatisiicsより算出ロ)

に直面してとられた輸入代替の工業化政策が他部門に追加的需要を作り出す時，

園内生産機構の弾力性の欠如に当面する。①農業は制度的に町， 工業用農産原

料と人口増大，都市化に伴なう食糧の需要の増大に適切に応えることができな

い。②社会的間接資本(運輸，電力，通信など)は， 不充分にしか存在していな

いか，または国内市場よりも外国市場向のものであるから，工業化の進行につ

れて極路を生じ，経済全体のコ λ?を高める。⑧工業部門では，輸入代替産業

は，生産要素の不効率・産業組織の独占的形態町などから，概して高コス 1

高価格である。

(3) 以上の国内的な供給非弾力性は， もし生産財の大きな輸入が可能である

11) D. Seer<;， C 5 )はこれから出発して「構造時」理論のぞデル化を試みてU唱。

12) 大土地所有制(ラティフンデ 4オ制)は価格刺激に対してさえ充分反応的でない(つまり，厳

密に非弾力的でさえある)ことは注意されねばならない。たとえばz アルゼシチγで 1955年以
降の農工相対価格闘幡町有利化は，農産物の増産をもたらしていない (CEPAL， Estudio Ec四か
切'l.U()ne A畑町宮 T.aiina，19日 p. l~O 参閑)。また k Pinto in (101 p. 440 

13) たとどば，プラジル工業の独占形態について，今西E堆「低開発国の一類型ーブラジノレとその

財閥形成について 」同志社大学『経済学論叢』第16巻事2号，舘6号 (1967年1月 3月)審照。
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ならば，かなり緩和される o しかし，輸入代替工業化ほ資本財・原料輸入の必

要を新たに増し，輸入性向を必らずしも低下させないとしづ問題をはらんでい

る叫。工業化は，一般に，除々に資本集約的技術・産業へ向うものとみなされ

るが，事実ラテ Y アメリカのそれは，急激に「工業スペクトノレの拡大」つまり

l!f，1宇部門の産問高と生産性の成長が不充分なままに，資本集約的産業を含む新

産業の樹立へと向った問。 したがって，国内生産要素の資本財・原料への転換

が限定されている場合問， I投入輸入j町の増加が牛産能力の完全利用・更新・

拡張にとって不可欠となる o 1948-63年の期間，輸λ能力が停滞的であったと

第 6表輸入構成 (1960白%) とは，国際収支の均衡を

画型田空担|一同生産財輸

アルゼンチゾ

フ叩ラジノレ

チリ

(出所 ECLA， Economic Sut'vey 0/ La伽 Ameriω1966
pp. 74-75.) 

入が制限されねばならず

(第6表)，供給の非弾力

性を増したこと壱意味す

る。

したがって，資本流入壱拾象して(第7衰)， 輸入能力(所得交易条件つまり輸

出)の低水準〔と不安定性)が「構造的インフレーショ Y圧力」の対外的要因

であり，これはそノカノレチャーの貿易構造に関わる。

(4) しかじ，輸入代替工業化の進行につれて生ずる生産財輸入の必要は，よ

り現実的には，その制限が消費財輸入の場合よりも困難となるであろうから，

14) 工業イヒに伴なう消費需要の再度化を考慮するなら!と
りわ付そうである。 D.Seers， (5]， pp. 178-179 

15) D. Felix ls (10)， p. 384 

16) 1954-56年に祖国内投資に占める機械設備の比率は 26

%であったから 明らかに機械設備の犬部分は輸入され
ている。 1958年以降輸入性向が低下しているのは国内
生産による代替，発展と共にj 総投資に占める機械設備
の上主宇が減少しているためでもある。第5表金問。

17) S. B. Lmder， T叩出醐iTi〆ad厄Poliり /01'Deυrelot 

m四 t，1967， II 藤井茂監訳. ，発展途上国の貿易と貿
易政策』昭43 第 2章。

舘 5衰ヲテγアメリ力.粗圏内
投資に占める資本財輸入の比率

% 

判
m
n
m
幻

m
E
m
幻

2
2
m
U
4

。 T事Eτ~す一τ"宥"つ""τfL" 応

ザ 臼削 Am…1陥， p u) 
(出所 ECLA， B…削cSuruey 
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国際収支不均衡が生じがちであり(第7-8表)ベ そのため周期的為替f切下げから

もインフレ--Yョ Y圧力が生ずる。

第 7表 ラテソアメリカ(キ=ーパ壱除く)の国際収支

(年平均j 単位百万ドル)

1960 l制局|
経常勘定 626.7 1，132.6 1，口65.6 939.6 

経常所得 7，973.3 9，343.8 9，576.3 10，203.6 

輸 入 f.o. b 6，054.1 7.018.8 7，113.1 7，381.1 

対外要素支払い制 935.2 1.262.2 一1，236.5 -1，438.5 

そ の 由也 1，610.7 -2，195.4 2，292.3 2.323.6 

純自立的資本移動 511.7 1，293.7 857.0 580.6 

純補正的資本移動 194.2 212.1 626.3 667.6 

誤 差回脱 漏 79.2 373.2 417.7 309.6 

(注) 資本の純流入はマイナスである。
(.)予備的数字 (b)粗支払い (0)非金融サーピス!民間贈与を含む
(出所 ECLA，E印刷帥cSun叩 01L叫 nAmerica， 19日.p. 42.) 

1963(01 

203.0 

10，816.5 

7，325.2 

1，421.3 

2，273.0 

765.0 

299.7 

262.3 

第 B表 ラテ γアメリカ(キューパを除く〕貿易収支 (単位ー百万ドル)

1960 61 62 63 64同 65(b) 

事前 出 7，937.0 8，599.7 9，037.4 9，715.8 10，189.8 

輸
f.o 入b 7，108.3 7，383.1 7，577.8 7，246.6 7，883.6 7，926.1 

十脳 7 I 十 7日 6 1+刷 9 I +U90:Sl+国2.2 I十2，263.7

(.)予端的数字 (b)見積り

(出所 ECLA，.Economι恥刊eyof Lat帥 Ameri印 1965，p. 82.) 

(5) r構造派」はまた所得分配の不平等をも，それが供給構造と貯蓄に及ぼ

す影響の両面から， r構造的インフレージョ Y圧力」の要因とみなす。①生産

と輸入は少数の高所得層向であり，投資と輸入代替工業化は基礎産業や社会的

間接資本ではなしに，高所得層向生産に方向づけられる。 cg低い所得水準一般

のためだけでなく，高所得層の高い消費性向のためにも，貯蓄率は低い問。

18) 1963年以降の国螺収支の黒字転化はl 主としてz 貿易収支の大巾改善(つまり，輸入が輸出に
対応して伸びていないこ去)に負っているの

19) N カルドアによればj チリーにおいて，もし高所得層の消費ハターγが先進国なみになれば，
貯蓄率は約2倍になる。 N Kaldor， (11]. p. 196 & 199 ち在みに 1961年の平均貯蓄率はア
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(6) このように，民間投資と民間貯蓄が発展をまかなうに充分でないとすれ

ば，公共投資の拡張が必要である。しかし，低開発経済は投資増加とより広範

囲な公共サーピスの維持が想定する支出壱まかなうに充分な経常収入壱得るこ

とができないとし、う特徴を持つ。

「構造派」は財政収入の硬直性の要因として，ラヲ γ アメリカの税構造を上

げる。①財政収入の大きな部分が対外部門(輸入税，輸出税など)に由来してい

るため，外国貿易の停滞は税収入の停滞壱もたらすα ②国内祖税構造は，所得

と財産に対する課税(直接税)よりも間接税に依存している叫o 1]:徴税制度の

不効率 ξ欠陥2九

このような財政収入の板宿牲の結果は，公共投資の削減か，または赤字財政

第 9妻チリ政府財政
(1960'1'相格，単位百万エスク ド)

附[ 61 63 64 

総収 入 707.7 739.2 78日日 765.3 777.9 

経常支出 697.7 737.1 793.5 745.4 735.5 

政府貯蓄 10.0 2.1 (-12.6) 19.9 42.4 

投資支出 205.7 205.9 244.6 252.9 246.8 

総赤 字 195.7 203.8 257.2 233.0 224.8 

(出所 ECLA， Economic Survey o[ La伽 d附 NGa.

1964， p. 60.) 
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(7) r構造派」が指

摘する以上の諸要因はイ Y フレー~ン a:/のプロセスを説明することができる o

工業化政策による工業発展の促進が他のすべての部門に直接・間接の追加需要

を作り出す時，輸入の可能性が制陳されており，国内供給が硬直的である程度

ルゼンチン10.0%. ポリビア6.0%.フラジノレ9.5%. チリー7.5%. メキジコ11.0%，ベル-8.0%
でラテンアメリカ20ヶ国平均で9.4%である (P. N. Ro.senstein-Rodan， "Internat山 lal Aid 
for Underdeveloped Countries"， The Ret四 ofEcono附"脚d Statistics， Vol. XLIII， 
No. 2.， May 1961. pp. 127-128)。

20) 租税収入に占める間接税の比率は70""-'80%に及ぶ。この間接税依存の税構造はそれ自体がイン
フレ ショ γ酌である。つまり 税収の増加は物商の上昇によって可能とされるからロ
J. Grnnwald in C 1). p. 115 

21) 高所得周は怯制上又事実上殆ん'"税負担をまねがれてL喝。 N.Kaldor in (101 p.486 
22) 経常支出は，主としてj 政府部門の俸給と社会保障関係費からとtっていて，相対的に硬直的で

あり 実際的に削減せ可能な支出項目は，公共投資である。
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において，これらの部門で相対価格の継起的上昇が生ぜざるを得ない。それ以

外の他の部門で価格の下方への相殺的変化が作り出されない限り(事実，市場

の独占的形態はそれを制限する). また労働者を始めとする種々の社会階層がより

よく組織されていればし、る程，相対価格の上昇は他の部門に波及して，一般物

価水準を押し上げることになる問。

(8) 以上を要約して r構造派」理論の結論は，低開発諸国の経済構造その

ものの中に，発展過程の進行に伴なって，ィ γフレーショ Y を生み出しがちな

「基本的圧力」が存在しtいるのであり r通貨派」安定政策はインフレーシ

ョンの徴候だ付を問題にして. r構造的諸要因Iの治療策を提供するものでな

いということである。

E 経済発展と「構造派」理論

(1) すでに明らかなように. r構造派」ィ :/7Vーション理論壱支える二本

の柱は，工業化=開発政策と低開発な経済構造である。前者は有効需要を作り

出し，後者は供給を制限することによって，共に物価を押しとげる作用を果す。

「構造派」理論の最大のメリットは，この基本的な骨組みの関連を明らかにし

たことにあるといえる。すなわち，第 1に，ィ γ フレ--./'"， Yの発生は工業化

政策の存在李前提土している。有効需要壱換起し，それを下支えする政策の存

在， しかも，それは，低開発国の貯蓄構造からする資金源泉の制約(量的にも，

動員の困難さからも)を考慮すると， しばしば拡張的な金融財政政策によってな

されるということ。 しかし，第二に(そしてこれが「構造派J理論のユニークな点

であるが).開発政策がインフレーションをもたらしがちなのは，ラティフ γ テ

イオに代表される圏内生産の弾力性の欠如，モノカルチヤーの貿易構造，後進

的な税構造に示される財政機構といった低開発諸国に特徴的な経済構造自体で

23) これは，合衆国インフレージョンを説明したシュノレツ説 (c.L. Schultze， Rec叫 Inflalion

醐 tkeU削 tedStates， 1959) と類似して U可。ただし，シュルツ説が妥当する一条件は労働市
場が流動的で完全雇用に近い状態の存在であるから，この点の「構造冊」の説明は未だ不定全で
ある(曲向嘉昭.[6J. 37買参照〕。
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ある。この経済構造は，言うまでもなく，低開発諸国が世界経済の中で今日ま

で置かれている状況(外国資本への従属的な関係正資本主義国際分業)に基本的に

規定されでいる。このことは，現存の資本主義的な世界体制の枠組みの中で開

発政策，を押し進めるととが低開発国インフ νージョ Yの根本原因であることを

明らかにしたものと言うことができる叫。

(2) I通貨派」 と異なって， インフレ-S/a Yの二つの原因のうち， 後者

(低開発性)をより基本的なものとして強調する「構造派」理論を動機づけて

いるものは，工業化=開発は，異論の余地を許さない今同の低開発諸国の中心

的な政策目標であるとしづ認識である。 I構造派Jにあっては，工業化は，種

々の理由から，その他すべての代替的な政策目標に優先する酌。イ yフレ -y

コ Y論争の対立が， ECLA (国連ラテソアメリカ経済委員会)と 1MF (国際通

貨基金)の対立トして理論的にも人的にも集約される町のは，開発=成長(国内

均衡)を優先させるか，物価安定を通じて届際収支均衡{国際均街〕壱優先させ

るか，の選択に帰せられる。 ECLAが国連の地域機関としてラテンアメリカ

の経済的自立を中心目標にすえてきた町とすれば， IMFはもっぱら先進国の

国際収支の一時的不均衡を救済するための国際機関として低開発国においても

インフレーションが国際均衡を脅かすことにより強い関心を払ってきた。だか

ら開発政策(世界体制から見た一つの至上命題〕がインフレーションと国際収支

危機を通じて国際均衡(世界体制が要請するもう一つの至上命題)と衝突しがちだと

する「構造派」理論は，この矛盾を指摘したものと言うことができるだろう o

(3) したがって，開発政策を優先させながら，この矛盾の枠壱つきやぶろう

24) 一次品輸出の停滞が低開発国側の符きすぎた工業化腎カによる価格競争力の低下に基因すると
いう「新古典冊」の見解は支持されがたい。主要因は， やはり j 先進国側の需要条件に求めら
れるべきであるロ都留重人. r低開発国貿晶振興の条件J，一橋大学r経済研究』第15巻第2号

(1964年4月);哩村茂次.r後進国の旺筒的目立と外国貿易J;大阪市大経演研究所編『アジアに
おける国家資本主義 II J昭41;ハリー・ G ージョンソγ[アメリカの低開発国政壊J，大来佐
武郎編. c低開発固の貿易と開発』哨 41. 227-229頁 u.N.. World Ecor仰削cSurvey， 1962 
参照。

25) D. Seers， C 4)， pp. 24-25 

26) 細野昭雄. (7)0 また「通貨派」の代表的は文献は.IMF. Sω~ff Paper-5に見られる。
27) D. Seers， ("5)， pp. 193:...194; A. O. .H.irschman in (1)， pp. 3-42 

k 
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とする対外的表現は，第 1回国連貿易開発会議におけるプレピヅジュ報告とし

て，現存の国際貿易関係へのラジカノレな変草の要求となって現われざるを得な

。
》圃2

 、し

(4) しかしながら. I構造派」理論は，首尾一貫した体系を持つインプレー

γ 宮ン理論となるには，若干の不充分さを残している。第 1に，イ〉ノフレ-.，;/ 

ョVの発生ではなく度合は I構造的イユノフレ一、ンョジ圧力」だけによっては

完全に説明されない。 I構造的圧力」は，イ Y フレ-S/"， Y 過程忙おいて金融

財政政策から独立的な要素でありべ たとえば年間 5%の「マイノレド」インフ

レ-..yョン巷説明するものであっても， 年間 50%の物価上昇率を説明するも

のとはいいがたい。ハイパーイ Y フレージョ Yは I構造的圧力Jによって始

動させられたイ Y アレーショ y過程において. I伝播メカニズム」が自立的モ

メンタムを得ていることを示唆するものである。 I構造的庄力」と「伝播メカ

エズムーとの量的な相互関係，ないし前者に帰せられるインフレ--.;/ョ γ率 の

定量的な研究が課題として残されている加〕。第 2に，賃銀・物価1パイラノレは，

もし生産性の急激な上昇が生ずるなら，断ちきちれることができる。長期にわ

たる工業化政策の推進が「構造的圧力]の作用を緩和する生産力効果壱発揮し

ていないことが問題となる。その大きな要因は，ラテソアメロカの民間企業家

28) rここに，モノカルチャ 的輸出陽造の限界について同様な認識を持ちながらも，園内市場目
あての工業化に発展目前迭を限定したヌルグセトは 支左方自ぽどにもへだたるプレピッγ ュ報告
の意義がある。J(森田桐郎.r南北問題』昭42，96-97頁)。インフ ν ショ γ と成長の聞に一義的
な負の相関関係を認める「通貨醍」は，物而安定正為替安定が達成ぎれ.国家千捗が排除される
なら，市場の価格メカニズムが自動的に発展をもたらすとする帰結に，結局においてはJ 陥いる。
発展k関する「通貨冊」の立場の槙心が国内的にも I 対外的にも 市場メカュズムへの信頼に
あるのに対して. r構造市.J~プレピッシュ理論は 園内的には，ケインズ的財政政筑対外的
には 「世界経済への『組職牝』ないし『計画i11::Jの要素の道λJ(森田z 同上).であることは
在日されてよ」、。肺野昭雄. rフνピツシュの経済思想J. ，アジア経済」 第6巻構3号 (1965

年 3月ド「プレピッシュ理論の植心在意義J. r国際経簡』 第四号 (1964年) ;西向嘉昭「ラテ
ンアメリカの戦後の経済思忍J.r国際経済』第四号 (1997年); D. Seers in (10). pp回 111，
H. R CheneIy凹 (10].p. 435. t:た 松井清 「プレピヅシュ報告批判J. ，経済論叢」第97

巻第3号(昭41年3月)参照。
29) r構造的匝力Jはイ γフレ γ ョγ過需によって誘発されたものであるとする「通貨派」のカ

ンポスも j 結局においてはこのことを認めている。R.de O. Campos in C 1 J， p. 73 酉向嘉
昭 (6). ."一部頁。

30) 問題の 1つの焦点は，財政赤字の車り扱いにある。 M，H. SimQ-nsen in (10)， pp. 109-110;. 
V( A. Lewis in (10]. p. 23 
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の行動パターνに求められる。すなわち，短期的な利潤動機に基づいているた

め，企業家は，賃銀騰貴を物価騰貴に転化し，それから生ずる利潤を土地・建

物等の不動産への投機・外貨買い・消費増加に向けて，生産資本の必要を銀行

信用に依存する。それは 通貨派Jの百うようにイ yプレーシ望 Yの長期的

生産的投資に対する負の効果叫にのみよるものとはいえない内在的なものとみ

なすべきである向。

むすぴ

安定は唯成長を通じてのみ達成されるという「構造派」の立場から帰結する，

IMFの政策に代替し，安定壱伴なった発展を達成しうる「構造派J安定政策

とは，本質的に，低開発な経済構造のトヲ Vスフォ メ ジョンをはかる積極

的な発展政策に他ならない。国内政策としては，流通手段の合理化と結びつい

た農業の供給政策，発展計画の諸目的を満たす財政金融政策，補助金，統制そ

の他を通じた公共・民間投資の再方向づけ，対外政策として，合理的な輸入統

制，多様化と拡大のための積極的な輸出政策，国際商品協定や援助などの国際

協力の合理的なメカニズム，そして，農業，租税，教育その他の諸制度全般の

改革，等ペ問。

第 1に，以上の「構造派」トラ Yスフォメージ軍 Y政策のいくつかの重要な

部分は，現体制のままでは採用されにくいという実現困難性を持つ叫。

31) 構造派」は必らずしもとれを承認していなし、。 たとえば. W. Baer “Brazil: ，Inflation 
and Economic E伍 cIency，Economic Develojうρ'1-entand Cultural Change， Vol. XI. No. 4 

]UIY 1963， p. 402; & 1. Kerstenetzky in (1OJ. pp. 365-369， pp. 447-448 これに対する反
論在して， 西向， [6)， 18頁。 また都留重人， rイソフ ν一、ノョソと経開発展J，，日本経済新
聞Jl1964年3月24日 3月30目。

32) Alberi Lauterbach， E<叫 ，.p刊 sein Lalin Ame仰 ιa.1966; Frank Brandenburg， The Deve-

lopment 0/ Lati令tAmeric脚 P川 '(ueEntertise， 1964. r通貨派」的立場のJ.H. Adler in 

(10)， pp. 445←446もハ パラ を批判してこのことを認めているu 同じことは，金融機関，さ
らには公共部門のパ フォ マ γスにも妥当する。 財政赤字をひき起す支出面での問題は， 物
価抑制〈価格統制)のための民間部門(特に公益業)への補助金の支出と 政府部門(公共行政
及び固有企業〕の木効率と赤字である。 これは， 赤字財政による公共支出が有効な生産拡充を
もたらしていないことを意味する u G.， di Tella in (10)， p. 4目 R. T. Brown in (10). p P 

440-443 

33) οSunkel， (2)， pp. 638':"-639，邦訳， 55頁;J. Grunwald in (1 J， pp. 11τ121 
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第 2に， I構造派jは， 自らの発展政策を実現すべき具体的諸方策及び具体

的なイ γ プレーション抑制策を未だ明確に定式化していなし、町。

しかし，それにもかかわらず，長期的にしか効果を持ちえないという理由か

ら， I構造派」トランスフォーメーショ Y政策を否定して， I通貨派j安定政

策のジヨック療法を正当化する町ことは，正しいとは思われなb、町。ヤづれに

せよ， トランスフォーメー γ ョyは発展に不可欠であり，それを実現し，ィ γ

フレ--;/翠ンを抑制1]，る具体的方策を見出すことが残された課題である。

(なお， 本稿は， さる 6月 29口に東洋紡経済研究所で催された国際経済学会関西支

部研究会?の報骨に加筆したものである。)

主要引用文献

(1) Atbert O. Hirschman (ed.). Latin American Issues. Essays and Co叫 ments.

1961 

(2) Osvaldo Sunkcl. "El Fracaso de la.s Politicas de Est8.biliz日0.，凸nen el 

Contexto del Proceso de DesarroHo LatinoamericanoヘEZ'n門岡estreEcOlω問日0，

Vol. XXXIX， No. 120， Oct.-Dic. 1963. pp. 620-640，拙訳， rラテンアメりカの発

展過程との関連での安定化政策の失敗Jr世界経済評論』第 11巻第 11号 (1967年 12

月)， 87 -90且，第12巻第 1号 (1968年 1月)49-56頁。

( 3 J Anibal Pinto， Ni ，Est(Ibilidad Ni Desarrollo-La PoUtica del Fonrioル1one-

tario lnteγ'nacional， 1960 

::14) ]. Grunwald in (1]，凹 121-123; W. A. Lewis in (10) pp. 25-26 もっとも!たとえば，

農地改革がかりに実現されたとしても，土地再分配による小農の創出によって!農業生産性の上
昇をもたらしうるかは疑問である。木田和雄. rラテνアメリカにおける土地所有形態の特質」
関西大学『商学論集』第9巻第1号(昭"年 4月).67-68頁審問。

35) ]. Grunwald in (1)， p. 117;西向嘉昭. (6). 3E頁参照。
36) たとえi:!， R. de O. Campos in (1]. pp. 78-79; Roy F. Harrod in (10)， p. 500; F 

Lutz in (10)， pp. 41田 48G

37) N. Kaldor in (10). p. 500; C. Furtado in (10]. p. 498 なぜなら. r通貨閉そ」理論から
しても，その安定政置がし、ささかでも長期的に持続すべきであるとするなら，それが仮定してい 〆

る資源配分の指標としての価格メカニズムの有効な作用や生産要素のそピリティの存在が必要で 〆

ある。しかしA 価格メカーズムと要素のモピリテ寸が咋用するためにはj よりフ νキジグルな睦
済構造(すなわちトヲゾスフォーメーション自体)が必要であるだろう。とはいえ; トヲゾスフ
ォーメ ションの遂行がもっぱら国家の政策に依存している限り その帰結は.r通貨派』政壊の
前提条件を準備するというよりはzむしろ.r計画化j的要烹の導入であるだろう。R.T. Brown 
in (10)， pp. 438-439参照。
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